心理カウンセラーの資格制度の問題課題 by 松原, 達哉
１. カウンセラーの諸資格と乱立
医師､ 公認会計士､ 弁護士等の国家資格は１つであるのに､ カウンセラーの資格は､ 国家資格２､ 法
人資格認定３､ 学会資格14､ 民間協会認定１合計20種類もある (Table 1)｡ まさに､ 戦国時代のように
乱立して､ カウンセラーを目指している人達は､ どの資格をとったらよいのか迷ってしまう｡ また､ 悩
める児童・生徒・学生や一般社会人は､ どの資格を持っている人が､ 実力があり､ 信頼でき､ 相談した
らよいか迷ってしまう｡
カウンセラーと名前をつけているがカウンセリングをする資格も実力もない人たちもいる｡ また心理
カウンセラーの資格の範疇に入るが､ ほとんどカウンセリングとは関係なく､ カウンセリングがあまり
できない資格もある｡ また資格を取得するのに､ 受験資格条件が厳しく､ 試験問題も難しい資格もあれ
ば､ 心理学科の卒業証明書を出すとか､ 数日間のカウンセリング研究会を受講するだけとか､ 教職につ
いていれば数日間の研修会に参加すれば簡単に取得ができる資格もある｡
２. 現代はカウンセリングブーム
現在､ 社会のカウンセリングに対する関心は強く､ 職場も多い｡ 特に､ 不登校､ いじめ､ 校内暴力､
学級崩壊､ リストラ､ 自死､ 殺人事件等があって､ カウンセラーへの期待も強くなっている｡ 特に小中
高等学校には､ 臨床心理士を中心としたスクールカウンセラーが配置され､ その人数は年々増加してい
る｡ 文部科学省の計画では５年間で全国中学校１万校にスクールカウンセラーを配置する計画である｡
ところがスクール・カウンセラーになれる人が不足して､ その養成に困っている現状である｡ 大学にお
ける学生相談員も重視されており､ 産業界でも実力のある産業カウンセラーが不足している｡ 国家公務
員も50万人いる中､ 毎年約150人が自死しており､ また求職者・退職者も多くいて､ カウンセラーを求
めている｡ 全国の自死者もここ数年は３万人を超えており､ それらの人々のカウンセリングも必要であ
るし､ カウンセリングをしていたら防止できたかもしれない｡ 現在は実力のあるカウンセラーが沢山要
求されている｡ 文部科学省でもカウンセラー養成であれば､ 大学設置条件を緩和して､ 心理学部､ 臨床
心理学科､ カウンセリング学科等の設立を奨励している｡ 特に､ 大学院修士課程でのカウンセラー養成
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Table １ カウンセラー認定資格一覧表 (2003年３月)
国家資格
No. 認定資格名 設定機関・学会 発足 目 的 職能分野
取得費用 登録人数
(Ｈ14)審 査 料 資格認定料
１ 精神保健
福祉士
(PSW)
(厚労省) 1998 精神保健福祉司法案の目的
精神保健福祉士の資格を定
めて､ その業務の適性を図
り､ 精神保健の向上及び精
神障害者の福祉の増進に寄
与することを目的とする｡
病院
２ 言語機能士
(ST)
(厚労省) 1998 言語障害児 (者) への治療 病院
言語障害学級
法人協会認定
３ 臨床心理士 日本臨床心
理士資格認定
協会
(文科省認定)
1998 この国の心理臨床家の正当
な専門性を社会化させる｡
教育､ 医療・保健
福祉､ 司法・矯正､
労働・産業､
私立の相談機関
／文科省実施のスクー
ルカウンセラー派遣制
度への任用 (92％)
30,000円 50,000円 8,799
４ 産業カウンセ
ラー
・初級産業カ
ウンセラー
・中級産業カ
ウンセラー
・上級産業カ
ウンセラー
(社)日本産業
カウンセラー
協会
(厚労省認定)
1992 会社員・公務員・看護師・
保母・教員等働いている人
のカウンセリングをするため
会社､ 看護師､ 保母､
教員､ 国家公務員など
の職場でのカウンセリ
ング
初級受験料
30,000円
(筆記免除者)
20,000円
中級受験料
40,000円
(筆記免除者)
28,000円
上級受験料
50,000円
(筆記免除者)
35,000円
交付手数料
50,000円
初級
15,880
中級
459
上級
20
５ 認定心理士 日本心理学
会
(文科省認定)
1990 心理学のミニマムエッセン
スを修得しているか否かを
認定
臨床・学校・職場・地
域
10,000円 30,000円 7,937
学会認定
６ ・トレーナー
・スーパーバ
イザー
日本リハビリ
テーション心
理学会
1973 動作訓練を中心とする心理
リハビリテイションに関す
る高い学術的水準の知識・
技術の普及と維持および研
究の進歩をはかる｡
教育・福祉 5,000円 トレーナー
5,000円
スーパー
バイザー
15,000円
トレーナー
1,761
スーパー
バイザー
325
７ 認定カウンセ
ラー
日本カウンセ
リング学会
1986 カウンセラーの資質の向上
と一定の識見と技術を有す
る本学会員に対する資質の
認定を行う｡
学校・職場・病院・地
域
20,000円 30,000円 579
８ 認定催眠技能士 日本催眠医学
心理学会
1986 催眠科学の進歩と発展を図
り､ 併せて国民の健康と福
祉の向上並びに教育の進展
に質するため､ 催眠につい
て一定の識見と技能を有す
る本学会員に対し､ その資
質の認定を行う｡
基礎及び臨床心理学､
医学､ 歯学､ 教育､ 教
育相談､ 法学に於いて､
催眠を利用した業務に
対する識見・技能の
オーソライズ
取得費用
7,000円
34
９ 認 定 バ イ オ
フィードバッ
ク技能士
日 本 バ イ オ
フィードバッ
ク協会
1988 優れた学識と技能を有する
専門技能者の養成及びバイ
オフィードバック科学の進
歩・発展を図り国民の健康
と福祉に質するため､ 本学
会に所属し一定の学識と技
能を有する会員に対し､ そ
の資質を認定する｡
Psychophysiological-
research,
Stress
management
Rehabilitation
Social welfare
Sport
performance
Enhancement
Education etc.
10,000円 50,000円 16
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10 家族相談士 日本家族相談
士資格認定委
員会 (日本家
族心理学会､
日本家族カウ
ンセリング協
会)
1992 わが国の家族心理学の知識
と技法の社会的活用に質す
るため及び次のような業務
を行う援助者に対する社会
的要請に応えるための資格
者の養成のため
１. 家族の人間関係の調整､
家族機能の活性化の援助
２. より健康な家族関係を
つくるための助言､ 指導､
啓蒙､ 活動
３. 家族臨床領域の専門化
による家族援助を事前に､
あるいは側面から協力援助
家族臨床の専門家がい
る各種機関
例えば､ 電話相談､ 職
場・学校・社会教育の
場・保健所・公民館・
女性センターなど
20,000円 30,000円 445
11 学校カウンセ
ラー
日本学校教育
相談学会
1995 学校内において学級 (ＨＲ)
退任・養護教諭と連携・協
力して業務を行い､ 常に研
修と研究に努め､ 学校教育
相談活動を推進し､ 人間関
係を重視し､ 他の教師の信
頼を受け校内教育活動の円
滑化を図る｡ こうした教育
相談に専門に従事する教師
の資格を一定基準により認
定することを目的とする｡
学校における：
教育相談係
生徒指導主事
養護教諭
教育行政機関に
おける：
教育相談員等
20,000円 30,000円 659
12 認定行動療法士 日本行動療法
学会
1995 学会のレベルアップ及び､
行動療法家のスタンダード
を明示､ 専門職としての社
会的な評価を高める｡
家庭・学校・企業など 30,000円 20,000円 28
13 認定応用心理士 日本応用心理
学会
1995 心理学及びこれに基づく学
術技芸の応用発展を促進し､
隣接諸科学との交流を図り､
もってわが国の文化の向上
発展に貢献する｡
家庭､ 学校､ 企業など 10,000円 30,000円 191
14 認定健康心理士
健康心理士
専門健康心理士
指導健康心理士
日本健康心理
学会
1997 健康心理学を通じ国民の健
康の向上､ 健康心理学の研
究実践､ 専門家の養成をは
かることを目的とする｡
学校､ 企業､ 官公署
地域社会
20,000円 30,000円 370
健康心理士308
専門健康心理士 13
指導健康心理士 49
15 学校心理士 日本教育心理
学会
1997 心理教育援助サービスの質
の向上をはかる｡
スクールカウンセラー
教育相談員
教育相談担当教師
生徒指導教師
30,000円 10,000円 心理士補
129
心理士
2,005
16 キャリアカウ
ンセラー
日本進路指導
学会
進路選択に対しての専門カ
ウンセラー
教育・産業 10,000円 30,000円 75
17 自律訓練士 日本自律訓練
学会
学校・企業､ 官公署
18 大学カウンセ
ラー
日本学生相談
学会
2001 大学内で学生相談をするた
めの資格
大学・短大・専門学校 15,000円 15,000円 48
19 臨床発達心理
士
日本発達心理
学会
2002 幼児から成人までを対象に
した心理的相談をする
家庭､ 学校､ 企業､ 成
人､ 老人までの相談
申請タイプ別
20,000円
～35,500円
30,000円 650
民間協会認定
20 教育カウンセ
ラー
日本教育カウ
ンセラー協会
1999 小中学校の教師を中心に学
校教育のためのカウンセ
ラー
教育 10,000円 20,000円 初級3,054
中級1,589
上級 980
(Table 1 続き)





を特別に奨励している｡ また高校から大学に進学する志願者も､ 臨床心理学科やカウンセリング学科・
人間関係学科は８～30倍ぐらいになって､ 人気学科の１つになっている｡ 大学院修士課程には､ 社会人
入学者が激増している｡ 文部科学省でも現職員の大学院への一時進学を奨励し､ 予算も増加させている｡
３. 臨床心理士養成大学院の指定校制度
1988年に16の臨床系心理学会が共同で､ 文部科学省認定財団法人の認可をうけて臨床心理士資格認定
協会を設立した｡ そこで､ ｢臨床心理士｣ の資格を認定するようになり､ 今日では､ 8,799人を認定して
いる｡ しかし協会では､ 臨床心理士のレベルアップをねらい､ 医師と対等の実力のある人を養成しよう
として､ 受験資格条件を厳しくしている｡ 臨床心理士を受験するためには､ 次の条件が必要となった｡
臨床心理学またはそれに準する専攻コースを標榜する大学院修士課程を審査して､ 種指定校､ 種
指定校を卒業することをきめ､ その大学院卒業生だけに受験資格を与えている｡
１) 第１種大学院は､ 次の条件を満たすものである｡
①大学院研究科の専攻・課程の名称は､ 原則として ｢臨床心理学｣ であること｡ その組織が指定の
対象である｡
②大学院研究科専攻・課程 (コース・領域) を構成する担当教員は､ ｢臨床心理士｣ の資格を有す
る者５名以上で､ そのうち専任教員 (教授・助教授・専任講師) は４名以上で教授１名を含むこ
と｡
③ ｢臨床心理基礎実習｣､ ｢臨床心理実習｣ を体系的に実施することが可能で､ かつ指定の申請まで
に原則として１年以上の活動実績を有する附属臨床心理相談室等を有すること｡ 相談室は事務室
１､ 面接室３､ プレイルーム２程度を備え､ １名の職員を配置することが求められる｡
２) 第２種大学院は､ 次の条件を満たすものである｡
①大学院研究科の専攻・課程 (コース・領域) の名称は､ 原則として ｢臨床心理学｣ であること｡
その組織が指定の対象である｡
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Table 2 大学院で取得できる臨床心理士受験資格の指定カリキュラム一覧表
. 必修科目・単位：臨床心理学特論 (４単位)､ 臨床心理面接特論 (４単位)､
臨床心理査定演習 (４単位)､ 臨床心理基礎実習 (２単位)
臨床心理実習 (２単位)
. 選択必修科目 ： [Ａ群] 心理学研究法特論､ 心理統計法特論､ 心理学特別演習
[Ｂ群] 人格心理学特論､ 発達心理学特論､ 認知心理学特論
[Ｃ群] 社会心理学特論､ 家族心理学特論､ 犯罪心理学特論
[Ｄ群] 精神医学特論､ 心身医学特論､ 障害者 (児) 心理学特論
[Ｅ群] 投影法特論､ 心理療法特論､ 学校臨床心理学特論
※臨床心理士試験の受験資格を取得するには､ の必修科目５教科目16単位と､ の選択必修
科目群の各群 (A～E群) から２単位以上10単位､ 合計16＋10で26単位以上取得することが
必要です｡
②大学院研究科専攻・課程 (コース・領域) を構成する担当教員は､ ｢臨床心理士｣ の資格を有す
る者４名以上で､ そのうち専任教員 (教授・助教授・専任講師) は３名以上であること｡
③ ｢臨床心理基礎実習｣､ ｢臨床心理実習｣ を体系的に実施することが可能で､ かつ指定の申請まで
に原則として１年以上の活動実績を有する附属臨床心理相談室､ またはこれに準ずる施設を有す
ること｡ ただし､ 本項にいう ｢準ずる施設｣ とは､ 大学 (院) から委託され定期的な実習を行う
学外の施設を含む｡
大学院修了後の臨床経験と受験資格の取得
１) それぞれ指定の24単位 (平成13年度以降の入学者は26単位) 以上を習得していること｡
２) 修士論文のテーマと内容が臨床心理学に関するものであること｡
３) 指定された専攻・課程 (コース・領域) の修士課程を修了したもの｡
これらの指定校は原則として院生受け入れ年度から４年間を限度として指定される｡ 引き続き継
続手続がとられて当該大学院の指定が保障されることになっている｡ したがって､ 指定大学院受験
の場合は必ず当該年度の入試要項を確認することをおすすめする｡
新設される大学院は､ 新設された年度の12月から１月にかけて申請することが可能である｡ した
がって新設された段階では指定校であるかどうか明確ではない｡
４) 資格試験は一次試験の筆記試験と二次試験の口述面接試験とがある｡ 一次試験は､ 臨床心理学に
関するテーマ (例､ テスト・バッテリーの限界と有効性について) の小論文と臨床心理査定 (診断
技法)､ 臨床心理面接 (治療技法)､ 臨床心理的地域援助技法､ 研究方法論の基本知識の４領域と一
般心理学と倫理､ 精神保健法や児童福祉法等の関係法規の知識を100題のマークシート方法の多肢
選択法で出題される｡ 合格率は一次試験で約80％､ 二次試験で約60％である｡
４. 日本心理学界協議会 (協議会) の経過
平成８年の夏以降から資格問題について大きな話題になってきた｡ この状況に対して､ 何らかの対応
をする必要があると判断し､ 日本心理学会は､ 世話役の労をとることとし､ 心理学関連の諸学会 (基本
的には日本学術会議登録団体) の理事会 (田中敏隆会長) 宛に参集を呼びかけた｡ そして日本心理学会
協議会を設立した (Table 3)｡
第１回日本心理学界協議会 (以下協議会という) は平成８年12月27日に開催された｡ 30団体の理事長
(会長) をはじめ､ 責任ある方々が参集した｡ またこの会には認定協会からも木田会頭をはじめ､ 大塚
専務理事らの出席を得た｡ 協議会の議長は､ 日本心理学学会の理事長 (当時は田中敏隆氏) がその役を
とるということで了承を得た｡ 議事は ｢大学院指定制｣ にしぼって行われた｡ 諸学会と認定協会との間
でかなり議論が交わされたが､ その要点は次のようなことであった (春木 1998)｡
１) 大学院指定校制の主旨や内容およびその実施について､ 情報不足であること｡
２) したがって､ その実施時期について､ あまりにも唐突であること｡
３) 大学院指定制により､ 心理学界の教育システム・カリキュラムに与える影響が大きいこと｡
４) 民間の機関が大学院を指定することの可否｡
などであった｡ これに対して､ 認定協会側は
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Table 3 日本心理学諸学会連合理事名簿 (2002.12.21現在)
学 会 名 理 事 名 役 職 会員数＊)
１ 日本バイオフィードバック学会 西村千秋 会長 300
２ 日本ブリーフサイコセラピー学会 吉川 悟 会長 (500)
３ 日本動物心理学会 牧野順四郎 理事長 (403)
４ 日本学校教育相談学会 今井五郎 会長 3,170
嶋崎政男 事務局長
５ 日本学生相談学会 嘉部和夫 理事長 697
６ 日本グループダイナミックス学会 堀毛一也 会長 (830)
７ 日本箱庭療法学会 山中康裕 理事長 1,659
弘中正美 常任理事
８ 日本犯罪心理学会 大川 力 会長 1,045
松本恒之 理事
９ 日本発達心理学会 柏木惠子 理事長 2,851
田島信元 常任理事
10 日本自律訓練学会 佐々木雄二 理事長 (650)
11 日本感情心理学会 浜 治世 理事長 (377)
12 日本カウンセリング学会 田上不二夫 理事長 4,771
山口正二 事務局長
13 日本家族心理学会 平木典子 理事長 (732)
14 日本健康心理学会 本明 寛 理事長 (1,800)
田中敏隆 常任理事
15 日本基礎心理学会 辻 敬一郎 理事長 660
16 日本行動分析学会 小野浩一 理事長 566
17 日本行動科学学会 長田久雄 会長 250
18 日本行動計量学会 杉山明子 理事長 1,120
繁桝算男 理事
19 日本行動療法学会 高山 巖 理事長 864
20 日本交通心理学会 西山 啓 会長 (358)
21 日本教育心理学会 市川伸一 理事長 6,986
杉原一昭 常任理事
太田信夫 常任理事
22 日本人間性心理学会 倉戸ヨシヤ 運営委員長 789
23 日本応用心理学会 森下高治 理事長 1,081
荻野七重 事務局長
24 日本リハビリテイション心理学会 成瀬悟策 会長 517
25 日本臨床動作学会 成瀬悟策 理事長 462
26 日本臨床心理学会 吉田昭久 会長 400
27 日本理論心理学会 森正義彦 理事長 125
28 日本催眠医学心理学会 斎藤稔正 理事長 447
29 日本産業カウンセリング学会 松原達哉 会長 1,125
木村 周 副会長
30 日本性格心理学会 松山義則 理事長 600
31 日本青年心理学会 斉藤耕二 理事長 327
32 日本生理心理学会 岩崎庸男 理事長 564
33 日本社会心理学会 高木 修 会長 1,549
亀田達也 常任理事
34 日本心理臨床学会 河合隼雄 理事長 12,301
岡 昌之 常任理事
岡田康伸 事務局長
35 日本進路指導学会 竹内登規夫 会長 703
36 日本特殊教育学会 吉野公喜 理事長 3,859
堅田明義 理事
37 産業・組織心理学会 古川久敬 会長 900
38 社団法人日本心理学会 東 洋 理事長 6,659
柏木惠子 常務理事
佐藤隆夫 常務理事
＊( ) 内は昨年度以前の会員数
１) 情報の公開に関しては､ 各学会の代表者によって構成されている理事会や評議会で諮ってきたの
で､ 公開していないとはいえない｡
２) 臨床心理士の国家資格に向けての運動の過程で､ 心理学教育の不備が認識され､ 早急に確立する
必要があること｡
３) 実施時期はすでに公表し､ 応じている大学院がすでにあり､ 社会的責任上延期できないこと｡
４) 指定大学院のカリキュラムは､ 今後改善の余地があること｡
などであり､ 両者の間で議論が交わされた｡
第２回協議会は､ 平成９年１月25日に開催された｡ 議論が続行されたが､ 特に､ １) 平成９年実施の
延期､ ２) 指定大学院のカリキュラムや教員構成などの見直し､ ３) クローズドな大学院指定制のほか
に､ 受験資格に向けてのオープンなコースの設定等の点について議論があった｡ そこで､ 少しでも歩み
寄るため､ ワーキンググループをつくって､ 認定協会とさらに話し合うこととした｡ ワーキンググルー
プのメンバーは､ Table 4 のようである｡
ワーキンググループは､ 平成９年２月３日以後十数回にわたり約１年半の間､ 鋭意検討を重ねてきた｡
資格検討委員会は､ 以下のような中間的結論を提言した｡
１) 心理学界の大多数の賛同が得られ､ また社会理解と信任を得ることができ､ そして社会へ貢献で
きる心理学のしかるべき教育を受けた人たちに与える統一資格を目指す｡ この資格は､ 将来の国家
資格へ向けての準備である｡
２) 統一資格には､ 基礎資格 (専門資格を取得するための必要条件､ 学卒レベル)､ 専門資格 (専門
職能資格､ 修士修了レベル)､ 高度 (特別) 資格 (高度の特定技能または高度の職能資格､ 博士修
了レベル) に分けられる｡
３) 基礎資格については､ しかるべき心理学履修単位の認定と統一試験の実施､ 専門資格については､
専門学会による取得単位の認定と統一試験､ 高度資格については､ 今後詳細に検討する｡ 専門資格
については､ インターン (実習) を必要とする｡
４) これらの認定については､ 心理学界に認定機構をつくる
５) 現行諸資格との関係については､ 今後慎重に検討する｡
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Table 4 日本心理学界協議会資格検討委員会ワーキンググループ名簿 (平成９年２月～平成10年11月)
◎藤永 保 東洋英和女学院大学 楡木 満生 お茶の水女子大学生活科学部
深津千賀子 慶応義塾大学医学部 織田 正美 早稲田大学文学部
平木 典子 日本女子大学人間社会学部 大野 清志 大妻女子大学家政学部
岸 俊彦 明星大学人文学部 杉山 雅彦 筑波大学心身障害学系
児玉 昌久 早稲田大学人間科学部 ○山田 雄一 明治大学経営学部
○松原 達哉 立正大学大学院文学研究科 横田 正雄 国立精神・神経センター精神保健研究所
注) ◎委員長 ○連絡委員
５. 日本心理学諸学会連合 (日心連) の設立と経過
協議会の議長は日本心理学会理事長が行ってきたので､ 平成10年６月23日田中敏隆氏より東洋氏に
交代したが､ 平成10年11月まで委員会は継続した｡ 日本学術会議認定の32の心理学界の理事長・会長が
集まり､ ｢日本心理諸学会連合 (略称；日心連)｣ を組織した｡ その加盟学会は､ その後増えて2002年12
月21日現在では38学会になっている (Table 3)｡
この日心連の大きな使命は､ 心理学の統一資格案を作成し､ それを国家資格化にしようということで
ある｡ そこで日心連の中に資格委員会が組織され､ 11名の委員が選出され､ 精力的に検討してきた｡
【心理学統一資格案】
心理学統一資格案は､ 真剣に検討された｡ 内容は心理学系学部の基礎学力の上に､ 修士課程の専門試
験を実施する｡ 専門領域は①発達・教育､ ②産業､ ③福祉・医療､ ④司法・矯正の４領域を考える｡ そ
のための養成カリキュラムの試案､ 試験科目､ 統一資格､ 倫理綱領､ 職能分野等を考え､ 平成12年６月
～７月には試案を作成し､ 日心連の役員会に提案し､ 更に国家資格への働きを行うよう計画した｡
なお､ 厚生労働省では､ 臨床心理技術者の業務資格制度を心理学の学部卒で医療関係で働く人のため
｢臨床心理技術者の資格のあり方に関する研究｣ 班 (座長 鈴木二郎東邦大学医学部教授) を組織し､
平成14年10月に提案したが､ 現在のところ制定されていない｡ 特に日本臨床心理士会が医学領域だけに
特化した臨床心理士の国家資格化に強く反対し､ 現在保留されている｡
６. 日本心理学会連合基礎資格ワーキンググループ
平成13年５月に新しく日心連基礎資格のあり方を考えるワーキンググループ (委員長市川伸一東大教
授) が組織化された｡
この場合､ 国家資格化をすぐに求めないで心理学についての基礎資格をどう考えるかということの検
討ワーキンググループである｡
１) 基礎資格のあり方についての調査
日心連としては心理学の基礎資格を取得するのに筆記試験を行うかどうかが当面の重要課題であり､
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Table 5 日本心理学諸学会連合 資格委員会委員 (平成11年７月～平成13年５月)
１. 岩崎 康男 (筑波大)､ ２. 深津千賀子 (中京大)､ ３. 藤永 保 (お茶の水大)､
４. 松原 達哉 (立正大)､ ５. 森正 義彦 (創価大)､ ６. 長崎 勤 (筑波大)､
７. 長嶋 紀一 (日大)､ ８. 織田 正美 (早大)､ ９. 鈴木 直人 (関西大)､
10. 滝口 俊子 (京都文教大)､ 11. 上野 一彦 (学芸大)
Table 6 ワーキンググループメンバー (平成13年５月～14年12月)
○市川 伸一 (東大)､ 岡 昌之 (都立大)､ 岩立志津夫 (日女大)､ 杉原 一昭 (東京成徳大)､
松原 達哉 (立正大)､ 岩崎 庸男 (筑波大)､ 佐藤 隆夫 (東大)､ 亀田 達也 (北大)
○印委員長
下記の４選択肢の中から選ぶ方法を考えた｡ これを38学会理事長 (会長) に送付して調査した結果､
①筆記試験は行わず､ 認定心理士の取得をもって､ 日心連の基礎資格とみなす｡
②認定心理士の取得に加えて､ 日心連の行う筆記試験に合格することによって基礎資格とする
(｢上乗せ｣ としての筆記試験案)
③認定心理士を取得していなくても基礎資格を取得できるようにするために筆記試験を行う (｢バ
イパス｣ としての筆記試験案)
④認定心理士とは別に､ 心理学の基礎知識を確認する検定試験として筆記試験を実施し､ 認定心理
士とどのように組合わせて利用するかは資格を求める側に委ねる｡ (｢検定試験｣) としての筆記
試験) などだが､ たとえば②と③は両方行うことも考えられるし､ これら以外にも可能性はある
と思われる｡
上記の案は､ あくまでも参考と考えて各学会で平成14年８月20日までに回答するよう求めた｡
38学会のうち30学会からの回答をえた｡ その結果各学会の意見は各案に条件を加えたものなど多岐
にわたったが､ 大まかに分けると①案８件､ ④案７件 ①案＋③案併用３件 ②案＋③案併用３件
“認定心理士と統合して１つの資格とすべき”という案３件､ その他６件という分布であった｡
２) 各学会より集められた意見
調査の結論として､ 次のような様々な意見が出された｡
①心理学の基礎的な素養をもっているか判断する上で､ 検定試験は知識のみを､ 認定心理士は技能
を含むカリキュラムの履修を判定するものであるので､ この２つは競合しない｡
②検定試験はいわゆる“資格”の概念からは外されているという位置付けで､ 反発も少ないのでは
ないか｡
③基礎資格を認定心理士とつなげる形で考える限りは､ 日本心理学会の出方待ちとなり､ 時間がか
かる (実際にかかっている)｡
④検定試験を実施し､ それを②､ ③案のような“上乗せ”または“バイパス”試験として使うとい
う可能性もある｡ それは職能資格を出す団体の判断に任せればよい｡
⑤①は分かりやすくすっきりした現実的な案だが､ やはり安易な感があり､ 強い反対意見もある｡
⑥昨年５月の理事会の時点では､ 日本心理学会が認定心理士を日心から切り離す (日心連の基礎資
格と統合すべく) 意向は全くなかったが､ 現在は日心でもそういう検討がなされている｡ ただし､
具体的な期限を今決めることは難しい｡
○日本心理学会側としては､ 日心連からこの件について回答の正式申し入れがないので､ 日心とし
て正式に回答してないという状態である｡
○現在日本心理学会で､ 認定心理士の認定基準の変更を検討もしている｡
○“認定心理士と同等の難易度”のバイパス試験を考えるのは現実的には難しい｡
○検定試験をまず走らせて､ 認定心理士との関係・調整はゆくゆく考えていき､ 将来的には一本化
を目指すという案もある｡
○検定試験を走らせるならば､ 事前の市場調査が必要である｡
○検定試験を実施するとなると､ 相当量の人的資源が必要となる｡ その人材があるか｡
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○心理学の基礎資格をテストで､ というのには抵抗がある⇒検定試験は“資格”としての位置づけ
ではない｡
３) 日心連と認定心理士の基礎資格の比較
日心連の資格委員会で考えた心理学の基礎資格と財団法人日本心理学会の認定心理士の基礎資格と
を比較すると､ Table 7 のようである｡ 習得単位で大きく違うのは､ 日心連基礎資格は､ C の下位専
門領域の科目数が多いことと D の関連分野の教授科目があること｡ 認定心理士の方は B､ C の心理
学研究法や実験実習の単位が多いことと卒業論文を課していることなどである｡ しかし､ 全体的にみ
て､ かなり類似した内容も多い｡ しかし､ 大きく違う点は認定心理士は各大学で心理学関係の科目を
36単位以上とっていれば､ 無試験で書類選考だけで資格がとれる｡ しかし､ 日心連の場合はTable 7
の右端のような試験科目を受験する必要がある｡
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下位目標 科 目
必
修
Ａ. 心理学の体系
を把握し主要理
論の骨格を理解
する
心理学 (概論・理論も可)
２単位以上
Ｂ. 心理学の研究
方法について理
解を深め､ 主要
な技術を習得す
る
心理統計
コンピュータ操作法
(または情報処理技術)
４単位
心理学研究法 (実験・調査を含めて
もよい)
心理学実験・調査法実習
心理測定・査定法実習
６単位以上
選
択
Ｃ. 心理学の下位
専門領域につい
て知識を深める
Ａ. 教育心理学・学校心理学・
発達心理学
Ｂ. 学習心理学・認知心理学・
言語心理学
Ｃ. 人格心理学・臨床心理学・
障害児心理学・健康心理学・
犯罪心理学
Ｄ. 社会心理学・集団心理学・
組織心理学・家族心理学・
産業心理学・経営心理学
Ｅ. 実験心理学・比較心理学・
生理心理学・感情心理学
３グループ以上から 20単位以上
Ｄ. 人間理解の深
化と人間研究法
の洗練に資する
関連分野の知識
を広げる
哲学的文学的人間論 コミュニケー
ション論 文化人類学 精神医学
科学論 自然人類学 精神病理学
科学史 比較行動学 精神衛生学
科学方法論 人間工学 教育学
コミュニティ論 社会福祉学
法学 etc ４単位以上
試
験
科
目
右端の備考欄参照
１. 必須科目 (２)
２. 選択科目
(３グループ選択)
日心連基礎資格 認定心理士基礎資格
総単位 総計 36単位以上 総単位 総計 36単位以上
科 目 単 位
①
基
礎
科
目
Ａ. 心理学概論
３単位以上
Ｂ. 心理学研究法
Ｃ. 心理学実験実習
３単位以上
３単位以上
３単位各３単位
以上を含む基礎
科目とする
12単位以上
②
選
択
科
目
Ｄ. 知覚心理学 (Ｅ)
学習心理学 (Ｂ)
Ｅ. 教育心理学 (Ａ)
発達心理学 (Ａ)
Ｆ. 生理心理学 (Ｅ)
比較心理学 (Ｅ)
Ｇ. 臨床心理学 (Ｃ)
人格心理学 (Ｃ)
Ｈ. 社会心理学 (Ｄ)
産業心理学 (Ｄ)
注) ( ) 内のA～Eは
日心連のA～Eと
の比較
５領域中３領域
以上各領域３単
位以上
16単位以上
そ
の
他
の
科
目
Ｉ. 心理学関連科目
卒業論文
卒業研究
①と②の合計単
位数が36単位以
上であればなく
てもよい
試
験
科
目
なし
備 考
日心連の試験科目
１. 必須科目
心理学統計法
心理学研究法
２. 選択科目
Ａ. 教育心理学
発達心理学
Ｂ. 学習心理学
認知心理学
Ｃ. 人格心理学
臨床心理学
Ｄ. 社会心理学
集団心理学
Ｅ. 比較心理学
生理心理学
５グループから３
グループ選択受験
３. 合格科目は単
位を３年間保留
できる
Table 7 日心連基礎資格と認定心理士基礎資格の比較 (平成14年12月)
注) 選択科目の 印は一方の基礎資格にない科目
 
７. 心理学基礎検定に関する試案
日心連として心理学の基礎資格をどのように認定するか､ その試案を考えた｡ 以下その概要である｡
心理学基礎検定に関する試案 (日心連基礎資格WG､ 2002,11, 19 検討・修正)
. 趣旨：学部卒業レベルの心理学の基礎知識の認定 (用途としては､ 職能資格の基礎として／行政機
関・企業での専門知識の証明として／大学院の受験資格として)
. 名称：心理学基礎検定
. 主催：日本心理学諸学会連合 または母体とする認定団体 (例：日本心理学検定協会)
. 実施方法：回数 全国10ヶ所程度の会場で､ 年に１回 (７月下旬または８月上旬) ゆくゆくは年に
２～３回？
. 出題形式､ 合否
２級 多肢選択試験 (150分) 70点以上
１級 多肢選択試験 (２級と共通問題) 80点以上 および論述試験 (60点) (１級が不合格であっ
ても､ ２級の合格ラインを満たした者には､ ２級を与える)
. 多肢選択試験の出題領域と配点
必須領域 (５領域) 方法・歴史／知覚・認知／発達・教育／社会・組織／臨床・性格
選択領域 (５領域から２領域を選択) 生理､ 感情､ 産業､ 健康､ 犯罪
配点 必須領域各18問 各１点として18点 (合計90点)
選択領域１つにつき５問 (各１点として５点) 合計10点
. 論述試験の出題領域：必須領域の５問の中から２問選択 (段階評価)
. 問題作成過程
１) 出題・判定委員会の設置
２) 問題作成ガイドラインの作成
３) 問題作成への依頼
４) 問題の提出､ チェック､ 問題プールへの登録
５) 当該年度の問題の抽出､ チェック
６) 問題用紙､ 解答用紙の印刷
	. 採点とフィードバック
１) 採点委員による採点｡ 出題・判定委員会による合否判定
２) 合否通知 (領域ごとの成績証明書も添付｡ これは要望に応じて発行)

. その他
受験料 (２級5,000円､ １級8,000円程度？)
受験者数見込み (２級2,000人､ １級1,000人程度？)
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８. 資格認定・検定問題に関する新委員会の発足
日心連として､ 具体的に心理学の基礎資格をどのような審査委員会を作りどのように試験し､ どのよ
うに認定するか､ そしてその基礎資格の上に各職能資格 (例 臨床心理士､ 学校カウンセラー､ 認定カ
ウンセラー､ 産業カウンセラー等) １～７をどのように考えるかを検討するのである｡ 職能資格７は基
礎資格を利用しない独自の資格である｡ この原案に対して賛成38､ 反対０､ 保留３であった｡
これまでの基礎資格 WG を発展的に解散し､ 新たな ｢資格認定・検定委員会 (仮称)｣ を設置し､ 以
下の６名が選出された (Table 8)｡
資格認定・検定委員会は以下の業務を行う｡
１) 日本心理学会に対して ｢認定心理士｣ を日心連の資格として委譲することを求め､ 日本心理学会と
共同して､ ｢単位履修｣ に基づく資格の認定・運営のあり方を協議すること｡
２) 筆記試験によって心理学の基礎知識を認定する検定試験を､ １) の単位履修に基づく資格との関連
も含め､ そのあり方､ 内容､ 実施方法等について協議すること｡
１) の資格と２) の検定試験を職能資格の受験要件として用いる際には､
①資格取得の上に､ さらに検定を課する―資格の上乗せ (AND) として検定を利用
②資格取得に代わって検定を課する―資格のバイパス (OR) として検定を利用
③資格取得あるいは検定の､ どちらか一方に限って課する
とが考えられるが､ これは､ 職能資格を認定する側の判断に委ねるものとする｡ また､ 検定試験に対し
て合否判定 (級の認定) や領域別の成績証明書の交付を行って, 利用の便を図ることも考えられるので､
その検討も行うものとする｡
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Table 8 資格認定・検定委員 (平成15年３月～)
市川 伸一 (東大)､ 岩立志津夫 (日女大)､ 岡 昌之 (都立大)
榊 博文 (慶大)､ 鈴木 直人 (関西大)､ 松原 達哉 (立正大)
日
心
に
認
定
業
務
を
委
託
？
職
能
資
格
１
職
能
資
格
２
職
能
資
格
３
職
能
資
格
４
職
能
資
格
５
職
能
資
格
６
職
能
資
格
７
単位認定に基づく資格
(名称：認定心理士)
筆記試験
(心理学基礎検定？)
日本心理学諸学会連合
AND OR AND OR
一部利用
一部利用
一部利用
図１. 資格認定・検定のあり方 (平成14年12月)
９. 終りに
以上が平成８年より７年間にわたっての心理カウンセラーの資格問題に対する日本心理学界の動きで
ある｡ 心理カウンセラーの資格は､ 日本の教育・心理学の100年の歴史上から考えてみても今日ほど社
会的に認知され､ 重要視されている時代はない｡ 国家資格を制定する好機である｡ 日本心理臨床学会の
代表の河合隼雄､ 岡田康伸､ 岡昌之氏らも含めて目下一丸となって検討中である｡ 臨床心理士はじめ諸
資格審査協会・学会が小異を捨てて一致団結して､ 国家資格を目指すべきであると思う｡
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